
東日本大震災からの復興を担う専門人材育成支援事業 
     （前年度予算額：２９９百万円） 
 平成26年度予算額：２３５百万円 

【東日本大震災からの復興の基本方針 （平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部決定）】 
５ 復興施策 
（２）地域における暮らしの再生 
  ④復興を支える人材の育成 
     （ⅰ） 被災地における当面の復旧事業に係る人材のニーズや、震災後の産業構造を踏まえ、介護や環境・エネルギー、観光分野等の成 
      長分野における職業訓練の実施や、訓練定員の拡充、産業創出を担う人材の育成等を行う。 
      （ⅱ） 被災地において、グローバル化や産業の高度化など、地域社会・地元産業のニーズに応え、我が国の復興を牽引する人材を育成 
      するため、大学改革を進めるとともに、大学、高等専門学校、専門学校、高等学校等における先進的な教育の実施や産学官連携の 
      取組みを支援する。 
      （ⅲ） 被災地における地域産業の高度化や新産業分野での専門的人材育成に資する実践的なキャリア・アップの仕組みや育成プログラ 
      ムの整備等を推進する。 
（３）地域経済活動の再生 
  ①企業、産業・技術等 
    （Ⅳ） 被災地域の大学・大学病院・高等専門学校・専門学校・公的研究機関、産業の知見や強みを最大限活用し、知と技術革新（イノ 
      ベーション）の拠点機能を形成することにより、産業集積、新産業の創出及び雇用創出等の取組みを促進する。     

 震災により大きく変化した被災地（岩手県、宮城県、福島県）の人材ニーズに対応し、被災
地において復興の即戦力となる専門人材や次代を担う専門人材を育成するとともに、その人材
の被災地への定着を図るため、専修学校における「専門人材育成のためのカリキュラム」等の
開発・実証や専修学校等の就職支援体制の充実強化を行う。（平成23年度～） 

（背景） 

（事業の趣旨） 

被災地の復興を担う専門人材の育成を推進 

（事業の内容） 

  

 ● 被災地の専修学校等における就職支援体制を強化するため、産学官の連携による①合同就職セ 
  ミナーの開催、②就職支援コーディネーターの配置を行う。 

３．専修学校等の就職支援体制の充実強化  

 
 
 ● 被災地の産業や資源を生かした「実践的 
  な職業教育導入のためのカリキュラム」の 
  開発・実証を行う。 
   開発にあたっては、産業界の意見を踏ま 
  えた学習指導要領にとらわれない教育課程 
  の編成、生徒の本格的な現場実習や企業実 
  習、大学や専修学校、産業界との共同研究 
  等の推進方策を導入する。 

 ２．専門高校における「実践的な職業 
 教育導入のためのカリキュラム」の開 
 発・実証  

 
 ● 被災地でニーズが高い分野（介護、医療 
  情報事務、土木、建築、観光など）におい 
  て、専修学校を主体とした産学官による推 
  進協議会を設置し、地域産業の高度化や新 
  産業分野に対応した「専門人材育成のため 
  のカリキュラム」の開発・実証を行う。 
 
 

 １．専修学校における「専門人材育成 
 のためのカリキュラム」の開発・実証 


